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明治４(1871)年 郵便創業

明治８(1875)年 郵便貯金創業

大正５(1916)年 簡易生命保険創業

昭和24(1949)年 逓信省の二省分離により郵政省が発足

平成13(2001)年１月６日 中央省庁再編に伴い郵政省は総務省と郵政事業庁に

平成14(2002)年７月31日 日本郵政公社法成立

平成15(2003)年４月１日 公社化し、日本郵政公社発足

平成17(2005)年10月14日 郵政民営化関連６法成立

平成19(2007)年10月１日 郵政民営化法に基づき郵政事業は民営化され、日本郵政㈱・郵便事業㈱・郵便

局㈱・㈱ゆうちょ銀行・㈱かんぽ生命保険の５社体制の日本郵政グループ発足

（郵便事業のユニバーサルサービスの提供の義務付け）

平成24(2012)年４月27日 自・公・民の三党合意の下、郵政民営化法の一部等を改正する等の法律

（議員立法）成立

平成24(2012)年10月１日 改正郵政民営化法に基づき、郵便事業㈱、郵便局㈱が統合し、日本郵政㈱、日

本郵便㈱、㈱ゆうちょ銀行、㈱かんぽ生命保険の４社体制へ再編

（郵便局における金融のユニバーサルサービス提供義務付け）

平成27(2015)年11月４日 日本郵政㈱、㈱ゆうちょ銀行及び㈱かんぽ生命保険が株式上場

国営
(1871～2003)

民営
(2007～現在)

公社
(2003～2007)

132年

８年

４年

郵政事業の歴史 1

（※「民間事業者による信書の送達に関する法律」の施行により、
国の独占とされてきた信書の送達が民間事業者に開放。）



窓口業務の委託

日本郵政株式会社

株式会社ゆうちょ銀行 株式会社かんぽ生命保険

社 長

社員数
（正社員）

主な支店等

純資産

主な事業

経常収益
経常利益
当期純利益

日本郵便株式会社
(郵便事業㈱+郵便局㈱)

政 府

取締役兼代表執行役社長

社員数（正社員）

主な支店等

純資産

主な事業

経常収益 （連結／単体）

経常利益 （連結／単体）

当期純利益 （連結／単体）

長門 正貢(元シティバンク銀行㈱取締役会長)

2,886名

15兆1,760億円（連結ベース）

日本郵政グループの運営

14兆2,575億円／3,135億円

9,662億円／2,329億円

4,259億円／ 943億円

病院(10)、宿泊施設(54)

議決権株式を100%保有

横山 邦男(元三井住友アセットマネジメン
ト㈱代表取締役社長兼CEO)

池田 憲人(元㈱東日本大震災事業者再生

支援機構代表取締役社長)

石井 雅実(元㈱損害保険ジャパン代表

取締役副社長執行役員)

195,143名 12,905名 7,378名

1兆2,449億円（連結） 11兆5,081億円 1兆8,784億円（連結）

郵便業務、国内・国際物流業、物販業
銀行窓口業務、保険窓口業務、不動産業

銀行業 生命保険業

3兆6,484億円（連結）
423億円（連結）
472億円（連結）

１兆9,689億円
4,819億円
3,250億円

9兆6,057億円（連結）
4,115億円（連結）

848億円（連結）

支社(13)、郵便局（24,112） 直営店(234) 直営店(82)

数値は、平成27年度決算値

※１ 主な支店等の数は、平成28年４月１日時点

※２ 日本郵政(連結）、日本郵便、かんぽ生命の

「当期純利益」は、「親会社株主に帰属する当

期純利益」の数値。

日本郵政グループ各社の概要

議決権株式を89%保有 議決権株式を89%保有

議決権株式を88%保有
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（単位：億円）

＋2,199億円
（＋23.0%）

▲503億円
（▲5.0%）

＋1,766億円
（＋21.3%）

※四角枠内の

数値は対前年

度比を示す。

▲10,272億円
（▲6.2%）

▲12,541億円
（▲7.1%）

▲8,122億円
（▲4.9%）

▲8,584億円
（▲5.5%）

＋482億円
（＋4.1%）

▲13,046億円
（▲6.9%）

▲11,880億円
（▲6.0%）

▲13,646億円
（▲7.1%） ▲8,075億円

（▲4.6%）

▲1,214億円
（▲9.9%）

経常収益

＋122億円
（＋1.1%）

▲1,495億円
（▲13.4%）

（注）H27年度は、
日本郵便のトール
社連結に伴い、
「経常収益」が横ば
い、「経常費用」が
増加。

経常利益

日本郵政グループ（連結）の決算における収支の推移

▲6,090億円
（▲3.8%）

▲4,901億円
（▲3.4%）

経常費用

▲13億円
（▲0.0%）

▲9,935億円
（▲7.0%）

▲9,812億円
（▲6.4%）

＋1,483億円
（＋1.1%）
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・ゆうパック（小包）、ゆうメール（メール便）の引受・配達
・預金者に対する貸付け、国債の販売、投資信託の販売
・学資保険の保険募集、定期年金保険の保険募集
・住民票の写しの引渡し 等

保険窓口業務
１ 普通終身保険及び特別終身保険
の保険募集

２ 普通養老保険及び特別養老保険
の保険募集

３ １及び２に係る満期保険金及び
生存保険金の支払請求の受理

（参考）郵便局を活用して行う地域住民の利便の増進に資する業務等

郵便局において提供されるユニバーサルサービス

銀行窓口業務

１ 通常貯金の受入れ

２ 定額貯金及び定期貯金の受入れ

３ 為替、払込み及び振替

郵便業務

１ 郵便物の引受け

２ 郵便物の配達

３ 郵便切手等の販売

郵政事業のユニバーサルサービス 4

 日本郵政㈱及び日本郵便㈱は、その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び
債権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便
局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できるようにする責務を有する。
（郵政民営化法第７条の２第１項、日本郵政株式会社法第５条第１項、日本郵便株式会社法第５条）

（注） ㈱ゆうちょ銀行及び㈱かんぽ生命保険には、ユニバーサルサービス提供義務が直接はかかっていない。



5郵政事業のユニバーサルサービスの現状① ～郵便（サービス範囲）～

サ ー ビ ス の 範 囲

対象

サービス

【郵便法に基づき提供される郵便サービス】

○内国郵便

（注１） 大きさ又は重さの制限を超える郵便物についても郵便約款に定めれば取扱い可能

（注２） 郵便葉書の規格は約款で規定

通常葉書の場合 最大15.4㎝×10.7㎝、最小14㎝×９㎝、重さ２g以上６g以下

○国際郵便（通常（書状２㎏以下、点字：７㎏以下等）、小包30㎏以下、EMS30㎏以下）

○郵便物の特殊取扱（義務的特殊取扱）

書留、引受時刻証明、配達証明、内容証明、特別送達

大きさ（注１）
重さ（注１）

最 大 最 小

第一種郵便物
（書状等）

長さ60㎝

長さ＋幅＋厚さ＝90㎝

①円筒形又はこれに似た形の
もの

長さ14㎝、直径等３㎝

②①以外

長さ14㎝、幅９㎝

上記より小さいものでも、６㎝
×12㎝以上の耐久力ある厚紙又
は布製のあて名札を付ければ可

４㎏以下

第二種郵便物
(郵便葉書)

－

第三種郵便物
(定期刊行物)

１㎏以下

第四種郵便物
（点字郵便物、
通信教育、学
術刊行物、農
産物種子等）

１㎏以下

但し、点字郵便
物等については
３㎏以下

※ 荷物（いわゆる「ゆうパック」等）は、郵便法の規律の対象ではなく、宅配便事業等と同じ位置付けとされている。
※ 特殊取扱のうち、速達、代金引換及び年賀特別郵便等は、郵便法上、ユニバーサルサービスの提供は義務付けられていない。

（１）郵便のユニバーサルサービス（範囲）

 日本郵便㈱に課された郵便のユニバーサルサービスの提供の責務を果たすため、郵便法、郵便法施行規則等によ

り、以下のユニバーサルサービスの提供が義務付けられている。



郵政事業のユニバーサルサービスの現状② ～郵便（サービス水準）～ 6

（２）郵便のユニバーサルサービス（水準）

サ ー ビ ス 水 準

引 受 【随時かつ簡易な差出し方法として、ポスト（郵便差出箱）の設置】
＜郵便法第70条第３項、施行規則第30条第２項（郵便業務管理規程の認可基準）＞

・日本郵政公社法施行時（平成15年４月１日）のポスト数を維持（約18万本）

・各市町村等内に満遍なく設置すること

・公道上など常時利用できる場所又は駅、小売店舗などの施設内の公衆の目につきやすい場所に設置すること

【郵便局の設置】＜日本郵便株式会社法第６条、施行規則第４条第１項～第３項＞

・日本郵便株式会社は、あまねく全国において利用されることを旨として郵便局を設置すること

料 金 【全国均一料金でなるべく安い料金】＜郵便法第67条、施行規則第23条＞

・郵便料金の事前届出制（郵便事業の収入に与える影響が軽微な料金のうち総務省令で定める料金は事後届出制。

第三種、第四種郵便物の料金は認可制。）

・最軽量（25g以下）の場合については、82円以下の料金

配 達 【週６日 原則１日１回の配達】 ＜郵便法第70条第３項、施行規則第30条第３項＞

・祝日及び１月２日を除き、月曜日から土曜日までの６日間において、１日に１回以上郵便物の配達を行うこと

【（差し出された日から）原則３日以内に送達】＜郵便法第70条第３項、施行規則第30条第５項＞

・以下の地域からの差出しの場合を除き、３日以内に送達

▶ １日１回以上郵便物の送達に利用できる交通手段がない離島（本州等との間を連絡する道路が整備されてい

ない島に限る） ２週間以内

▶ 上記以外の離島 ５日以内

【全国あまねく戸別（あて所）配達】＜郵便法第70条第３項、施行規則第30条第３項＞

・通常の方法により配達できない交通困難地（冬期の山小屋など、日本郵便㈱が別に定める地域）あての場合等を

除き、郵便物をそのあて所に配達すること



郵政事業のユニバーサルサービスの現状③ ～金融～ 7

【銀行窓口業務として営むべき役務】

ゆうちょ銀行
を所属銀行と
して営む銀行
代理業

流動性預金の
受入れ

通常貯金

定期性預金の
受入れ

定額貯金

定期貯金

為替取引

為替（普通為替、定額小為替）

払込み（通常払込、電信払込等）

振替（電信振替、自動送金）

【保険窓口業務として営むべき役務】

かんぽ生命保険を
所属保険会社とし
て営む保険募集

終身保険
普通終身保険
特別終身保険

養老保険
普通養老保険
特別養老保険

かんぽ生命保険の
事務の代行

保険金等の支払の
請求の受理に関する
事務の代行

満期保険金
生存保険金

（３）金融のユニバーサルサービス

 日本郵便株式会社法において、金融のユニバーサルサービスの提供の責務を果たすために日本郵便㈱が営むべきも
のとして、「銀行窓口業務」（銀行代理業）と「保険窓口業務」（生命保険に係る保険募集及び保険会社の事務の代
行）を規定している。

 銀行・保険窓口業務として営むべき役務については、総務省令において、「取扱件数が多いこと等から国民生活に
定着している役務として総務大臣が定めるものに係るものとする」と規定されており、総務省告示において、関連銀
行※1が㈱ゆうちょ銀行、関連保険会社※2が㈱かんぽ生命保険である場合の役務を定めている。

※1：日本郵便㈱が銀行窓口業務契約を締結する銀行、※2：日本郵便㈱が保険窓口業務契約を締結する保険会社



H18.3末 H19.3末 H19.10.1
(民営化時)

H20.3末 H21.3末 H22.3末 H23.3末 H24.3末 H24.10.1
(統合時)

H25.3末 H26.3末 H27.3末 H28.3末 H28.6末

計
24,631
(▲47)

24,574
(▲57)

24,540
24,540
(▲34)

24,539
(▲1)

24,531
(▲8)

24,529
(▲2)

24,514
(▲15)

24,537
24,525
(11)

24,511
(▲14)

24,470
(▲41)

24,452
(▲18)

24,453
(▲12)

直営郵便局
20,221
(▲10)

20,218
(▲3)

20,241
20,243
(25)

20,246
(3)

20,236
(▲10)

20,233
(▲3)

20,217
(▲16)

20,240
20,227
(10)

20,209
(▲18)

20,187
(▲22)

20,165
(▲22)

20,165
(▲19)

簡易郵便局
4,410

(▲37) 
4,356
(▲54)

4,299
4,297

(▲59)
4,293
(▲4)

4,295
(2)

4,296
(1)

4,297
(1)

4,297
4,298
(1)

4,302
(4)

4,283
(▲19)

4,287
(4)

4,288
(7)

うち一時
閉鎖局

222
(60)

307
(85)

417
438

(131)
354

(▲84)

242
(▲112

)

255
(13)

228
(▲27)

240
232
(4)

221
(▲11)

218
(▲3)

258
(40)

276
(47)

【 郵 便 局 数 の 推 移 】 （単位：局。下段括弧書きは、対前年度増減数）

郵便局数の推移

１ 上記局数には、分室及び一時閉鎖局を含む。
２ 一時閉鎖局とは、その受託者の都合等により５日間以上閉鎖している郵便局をいう。

○ H28.6末現在 計24,453局
直営局：20,165局(うち一時閉鎖71局(うち震災の影響42局)) 簡易局：4,288局(うち一時閉鎖276局(うち震災の影響14局))

8

 郵便局の合計数は、公社時代は減少し、民営化後は大きな変化なく推移。
直営局：20,241局(民営化時) → 20,165局(H28.6末)[▲76局]
簡易局：4,299局(民営化時) → 4,288局(H28.6末)[▲11局]



○郵便等引受物数の推移

（参考）宅配便市場におけるシェアの推移

単位：百万通、個

郵便引受物数等の推移

26,314  25,738  24,889 
23,575  22,744  22,360  21,995  21,228  20,583  19,812  19,108  18,862  18,572  18,189  18,030 
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（年度）

162  166  182  215  247  268  272  277  264  347  383  382  428  485 432  397  381  362  341  343  349  341  201  49  1  1  1  1 
448  484  508  497  456  384  312  285 

270  265  277  281  307  295 

826  886  934  952  1,001  1,038  1,061  1,073  1,136  1,205  1,310  1,367  1,228  1,205 

948  984  1,011  1,063  1,129  1,175  1,239  1,235  1,265  1,354  1,430  1,495  1,673  1,629 計2,816
計2,917 計3,017 計3,089 計3,174 計3,207 計3,232 計3,212 計3,137 計3,220

計3,401 計3,526 計3,637 計3,615

0
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4,000
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佐川急便

その他

ペリカン便

ゆうパック

（29.3%）

（15.4%）

（5.7%）

（33.7%）

（15.9%）

（年度）

単位：百万個

（45.1%）

（0.0%）

＜ゆうメール＞
対前年度比 5.3％

＜ゆうパック＞
対前年度比 5.8％

＜郵便＞
対前年度比▲0.9％

（33.3%）

（13.4%）

（平成26年度シェア）

（8.2%）

平成27年度

計 22,036 計 22,082(＋0.2％)

計 26,725
総引受物数は、平成13年度以来14年ぶりに増加

（平成13年度総引受物数との比では▲17.4％
郵便については▲31.5％）
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 総引受物数（荷物含む）については、平成26年度比0.2％の増加となり、平成13年度のピーク以来14年ぶりに増加。
（郵便引受物数は、平成13年度のピーク時から毎年減少し、平成27年度はピークと比べ、31.5％の減少。）



（単位：億円）
H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

営業利益
（郵便・物流事業セグメント）

448 427 ▲1,034 ▲223 374 94 ▲103 67

営業利益 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

郵便物 504 589 288 678 767 374 115

内国郵便 437 535 172 547 614 217 ▲7

第一種 804 688 366 548 458 273 123

第二種 ▲67 ▲73 ▲199 ▲8 83 ▲39 ▲215

第三種 ▲105 ▲89 ▲89 ▲67 ▲61 ▲63 ▲66

第四種 ▲18 ▲21 ▲14 ▲11 ▲11 ▲12 ▲13

特殊取扱 ▲177 29 108 85 145 59 162

国際郵便 68 54 116 130 153 157 122

（単位：億円）

（単位：億円）

郵便・物流事業の概況

○郵便の種類別収支の推移

○郵便・物流事業セグメントにおける営業利益の推移

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

営業利益 ▲36 ▲127 ▲1,185 ▲774 ▲416 ▲332 ▲208

（参考）荷物の収支の推移

※ 平成24年度は、郵便事業㈱（上期）と日本郵便㈱（下期）の合算。
平成27年度分は７月末に公表。

※ 平成24年度は、郵便事業㈱（上期）と日本郵便㈱（下期）の合算。
平成27年度分は７月末に公表。

※ 日本郵便㈱決算（単体）より。
平成24年度は、郵便事業㈱（上期）と日本郵便㈱（下期）の合算。

※ 印紙売りさばき、ロジスティクス事業等に係る収支が含まれており、郵便の種類別収支及び
荷物の収支の合計額とは一致しない。
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